ES有償利用 - 1
令和8年度　地球シミュレータ事前評価利用申請書 (成果専有型有償利用)

	
	申請日
	令和　　年　　月　　日

	国立研究開発法人海洋研究開発機構
	受付番号 ※
	ES-U06-01-Y   

	理事長 殿
	申請区分
	


　 下記の通り、地球シミュレータ利用の申請をします。地球シミュレータの利用にあたっては「ご利用にあたっての注意事項」に記載されている事項を遵守します。

	利用課題責任者
氏　名
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)

	国籍
	
	利用課題責任者印

	所属機関・部局・職
	

	

	連絡先 住所
	〒


	E-mail
	
	TEL
	
	FAX
	



	利用課題名
	


	利用課題概要
	


	事前評価が必要となる理由
	




※利用者の氏名・所属・連絡先等については、「利用課題メンバー一覧」に記入し、別紙として添付してください。

※ 記入いただいた個人情報は、計算リソースの運用上必要となるユーザ情報の管理や、運用情報などのご連絡等に用います。また、お預かりした個人情報は国立研究開発法人海洋研究開発機構　個人情報及び個人番号保護管理規程に基づき、安全かつ適正に取り扱います。当機構の個人情報保護についての基本方針はこちらをご覧下さい。
http://www.jamstec.go.jp/j/about/privacy_policy/index.html
※ 事前評価は一申請機関につき、一度利用することが出来ます。
※ 事前評価では、200CPUリソースセット時間積及び200VEリソースセット時間積を上限として無償で利用することができます。
※ 事前評価の期間（年度内）は、契約開始日より原則最大3ヶ月です。
※ 事前評価終了後、「事前評価結果レポート」を必ず提出して下さい。


	プログラム情報（実行するプログラム名とその詳細）

	
	プログラム名
	バージョン
	備考

	1
	
	
	

	2
	
	
	

	3
	
	
	

	4
	
	
	



	最大ディスク使用量 （必要となる最大ディスク使用量とその根拠）
※ 根拠の例： どれだけの物理量（変数）をどのくらいの頻度で何故必要か

	HOME領域
	（既定値128GB）　　　　　　　　　　　　　　　GB

	根拠
	

	DATA領域
	（既定値１TB）　　　　　　　　　　　　　　　　TB

	根拠
	



※令和8年度は、現在の地球シミュレータ（ES4）の運用最終年度になります。そのため、利用期間終了後にデータにアクセスすることはできませんのでご注意ください。利用期間終了日までにディスク領域(HOME領域、DATA領域)に置かれたファイルは各自において回収してください。


ご利用にあたっての注意事項(事前評価)
国立研究開発法人海洋研究開発機構

(総則)
第1条	国立研究開発法人海洋研究開発機構を甲とし、申請機関を乙として、乙が実施する利用課題の遂行のため、甲が保有する地球シミュレータシステム(以下「ES」という。)及び関連付帯設備等(以下総称して「地球シミュレータ等」という。別紙参照)を乙に対し利用に供する(以下「本サービス」という。)ことについて契約(以下「本契約」という。)を締結する。

(定義)
第2条	本契約において、次の用語は、特段の定めの無い限り下記の意味を有するものとする。
	CPUリソースセット
	ESのCPUノード部(ES4CPU)の利用最小単位。

	VEリソースセット
	ESのVE搭載ノード部(ES4VE)の利用最小単位。

	CPUリソースセット時間積
	ESの1CPUリソースセットを1時間使用する場合の単位。

	VEリソースセット
時間積
	ESの1VEリソースセットを1時間使用する場合の単位。

	利用者
	利用課題メンバー一覧に記載の乙の利用課題責任者及び利用課題メンバー。利用者に乙に所属していない者が含まれている場合でも本契約においては乙に所属しているものとみなす。

	事前評価
	乙が申請し、甲が承諾した場合、プログラム実行の動作確認・検証を目的として、本サービスを原則200CPUリソースセット時間積、200VEリソースセット時間積、3カ月間を上限に無償で利用できる制度。

	事前評価結果
レポート
	事前評価終了後、利用実績の内容をまとめたレポート。

	安全保障輸出管理の対象となる技術提供
	本サービスの利用で得た成果のうち、外国為替及び外国貿易法関係法令で規制される技術情報を非居住者等、規制される者に対して提供することをいう。



(利用条件)
第3条	地球シミュレータ等を利用するにあたっては、乙は以下の利用条件を厳守しなければならない。
(1) 乙の利用は平和目的であること。
(2) 乙は本申請書で申請する全ての内容について、虚偽の申請を行わないこと。
(3) 乙は本申請書の内容に変更が生じた場合は、速やかに甲へ変更届けを提出すること。
(4) 乙は甲が定める諸規程に従って利用すること。
(5) 乙はその他、社会一般的なモラルに従って利用すること。
(6) 乙は内国法人であること。
(7) 乙は事前評価終了後、2カ月以内に事前評価結果レポートを甲へ提出すること。
(8) 乙は事前評価で得た成果を、プログラムの動作確認・検証以外に使用してはならない。

(反社会的勢力の排除)
第4条	乙及び乙の利用者は、次の各号のとおりであることを確約しなければならない。
(1) 自らが、暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はその構成員(以下総称して「反社会的勢力」という)ではないこと。
(2) 自らの役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう)が反社会的勢力ではないこと。
(3) 自らが、又はその役員が、反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有さないこと。
(4) 自らが反社会的勢力に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に反社会的勢力の維持、運営に協力し、若しくは関与していないこと。
(5) 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、本契約を締結するものでないこと。

(地球シミュレータ等の利用申請)
第5条	本サービスの申請（以下、「利用申請」という。）をするときは、乙は本契約の内容を承諾したうえで、甲が指定する申請書及び利用課題メンバー一覧を甲へ提出しなければならない。

(利用申請の承諾)
第6条	甲は乙の利用申請があった場合、受付順に承諾し、甲は乙へ利用期間等を記載した利用通知書を送付する。
2. 前項の規程にかかわらず、乙が次の各号の一にでも該当する場合、利用申請を承諾しないことがある。
(1) 第3条及び第4条の規程に反する、又は反するおそれがあるとき。
(2) 乙が既に地球シミュレータの利用経験があり、かつ乙の利用プログラムが地球シミュレータで稼働実績があるとき。
(3) その他、甲の業務の遂行上著しい支障があるとき。

(利用の制限)
第7条	甲は、次の各号に掲げる事由がある場合、本サービスの提供を中止し、又は停止することができる。
(1) 地球シミュレータ等に障害が発生した場合
(2) 地球シミュレータ等の保守作業を行う場合
(3) その他、運用上あるいは技術上、甲が本サービスの提供を中止し、又は停止が必要と判断した場合

(利用の停止)
第8条	甲は、乙が本契約に違反した場合、乙に対し違反状態の是正を催告した上で、乙の地球シミュレータ等の利用を停止することができる。ただし、当該催告を受けた日から30日以内に違反事実を是正したときは、甲は乙の利用を再開させることができる。

(契約の解除)
第9条	甲及び乙は、天災地変その他不可抗力により、甲が地球シミュレータ等を乙の利用に供することが困難になった場合、本契約を解除することができる。
2. 甲は、乙が次の各号の一にでも該当したときは、この契約を解除することができる。
(1) 本契約に違反し、甲からの催告にもかかわらず、当該催告を受けた日から30日以内に違反事実を是正しないとき。
(2) [bookmark: _Ref309903857]第三者から差押、仮差押、仮処分、競売、強制執行等を受け、本契約の履行が困難と認められるとき。又は、破産手続き開始の申立て若しくは特別精算開始の申立てあるいは通告、解散の決議、民事再生手続き開始の申立て、会社更生手続き開始の申立てがなされたとき。
(3) [bookmark: _Ref309903876]振出し若しくは引受けた手形又は小切手が不渡りとなり、あるいは金融機関から取引停止処分を受けたとき。
(4) 本項第2号及び第3号の他、乙の資産状態及び信用が著しく悪化し、又は悪化する恐れがあるとき。
(5) 第4条の各号に反する事実が判明したとき。
3. 甲は、本契約を解除するか否かにかかわらず、乙に対し、解除事由により被った損害の賠償を請求することができる。

(無償利用範囲外の事項)
第10条	甲は、乙が次の各号の一に該当する場合、本サービスの利用相当額を、甲が発行する請求書の発行日の翌月末日までに、甲へ支払うものとする。
(1) 第3条第7号に定めた期日までに事前評価結果レポートを提出しなかったとき。
(2) 第3条第8号によらず、事前評価で得た成果をプログラムの動作確認・検証以外に使用したことが判明したとき。
2. 本サービスの利用相当額は次の方式により算出する。
利用相当額 = （乙の利用CPUリソースセット時間積×ES4CPU単価＋利用VEリソースセット時間積×ES4VE単価）×（1+消費税率）＋間接経費

(支払遅延利息)
第11条	乙は、乙が第10条第1項の期限内に利用相当額を支払わない場合は、甲に対して、第10条第1項に定める支払期日の翌日から支払日までの日数に応じ当該未払い金額に対し、政府契約の支払遅延防止等に関する法律(昭和24年法律第256号)第8条第1項に定める割合で計算した遅延利息を支払わなければならない。

(利用者支援)
第12条	乙は甲に対して、地球シミュレータの基本動作に関わる技術的な問合せ及び利用支援等の依頼を行うことができる。

(成果の帰属)
第13条	乙が地球シミュレータ等を利用して得た成果(データ、計算結果、その他知的財産権を含む)及び当該成果を利用若しくは処分する等の権利は、乙に帰属するものとする。
2. 前項の規程に係わらず、第3条第1項第8号の事実が判明した場合、当該成果に係わる権利の帰属、取扱い等について別途、甲乙協議の上、決定するものとする。

(秘密の保持)
第14条	甲及び乙は、本契約の有効期間中及びその終了後1年間、本契約の履行に際し秘密と指定されて開示を受けた相手方の情報 (以下「秘密情報」という。) を善良なる管理者の注意をもって厳に秘密として扱い、第三者に漏洩又は本契約の履行以外の目的に利用してはならない。ただし、次の各号の一に該当するものは本項の適用を受けないものとする。
(1) 開示時に既に公知又は公用となった情報
(2) 開示後に自己の責に帰すべき理由によらず公知又は公用となった情報
(3) 開示時に自己が既に保有していたことが証明できる情報
(4) 正当な権限を有する第三者より秘密保持義務を負うことなく適法に入手したことが証明できる情報
(5) 相手方の秘密の情報と無関係に独自に開発・取得したことが証明できる情報
2. 前項の規程にかかわらず、甲及び乙は、政府機関から又は法令に基づいて開示の要求がなされた秘密情報を当該要求に基づき開示することができる。

（契約終了時の措置）
第15条　甲は、乙によって地球シミュレータ等に保存された全データを、本契約終了の翌年度の9月末日をもって全て削除することができる。
2. 甲は、乙から本契約終了の翌年度の9月末日までに翌年度期間の利用契約申込書の提出があれば、翌年度の利用開始まで当該データを削除しないものとする。
3. 甲は、関連するシステム等の更改などその他やむを得ない事情があるときは、前項の規程にかかわらずに、事前告知の上で当該データを削除することができる。

(監査)
第16条	甲は、乙が第3条に定める利用条件を遵守しているかどうか判断するため、必要な情報を乙に請求し監査する権利を有する。また、乙は甲の請求に対し情報を提供する義務を有する。

(安全管理及び損害賠償)
第17条	乙は、地球シミュレータ等の利用にあたり、以下の安全管理を行わなければならない。
(1) 乙は、甲が定める安全に関する諸規程及び甲の指示に従うものとし、乙による利用にあたって自ら生じた損害についてその責に任ずる。
(2) 乙の責による事由により甲の施設、備品などの滅失、損傷その他甲に損害を与えた場合、その損害を賠償しなければならない。
(3) 乙が第三者に損害を与えた場合、乙がその責任と負担において解決しなければならない。
(4) 乙は(2)(3)の事項が生じた場合は、直ちにその旨を甲に報告しなければならない。

(免責)
第18条	甲は乙が本サービスを利用すること、又は本サービスを利用できないことによって乙に発生した損害に対しては、一切の責任及び負担を負わない。

(安全保障輸出管理)
第19条	乙が、本利用を通じて知り得た技術を他者に提供する際には、乙が責任をもって安全保障輸出管理を行わなければならない。

(契約に関する紛争の解決)
第20条	甲と乙は、本契約に関し紛争が生じた場合には、東京地方・簡易裁判所を第一審の専属管轄裁判所とすることに合意する。

(契約外の事項)
第21条	本契約に定めのない事項については、必要に応じて甲乙協議の上、別途定めるものとする。

(本契約の有効期間)
第22条	本契約の有効期間は、第6条第1項に示す利用通知書に記載された利用期間とする。

(別紙)

地球シミュレータ等の利用範囲

1. 施設
· シミュレータ研究棟
· 上記用電気・空調施設
2. 設備
· 地球シミュレータシステム（ES）
· 可視化用システム等周辺装置
· ディスク装置等
· ログインサーバ等
3. ネットワークセキュリティ
4. 上記設備の運転
5. 上記の他、一般的な利用技術支援
6. その他、甲乙協議のうえ決定された環境

以上

                                                                   
